
第１２期東京都生涯学習審議会 第１回全体会 

次  第 
 

令和４年１月２８日（金曜日）午後６時から午後８時まで 

オンライン開催 

（事務局会場：都庁第二本庁舎 16 階教育委員会室） 

 

 

 １ 開会 

 

 ２ 東京都教育庁からの挨拶 

 

 ３ 委員紹介 

 

 ４ 説明事項：東京都生涯学習審議会の概要について 

 

 ５ 会長及び副会長の選出 

 

 ６ 議事 

   第 12 期審議会における審議事項について（事務局案） 

 

 ７ 今後の予定 

 

８ 閉会 

 

 

 

【配布資料】 

 資料 第 12 期東京都生涯学習審議会第１回全体会 審議資料 

 参考資料１ 生涯学習の振興のための施策の推進体制等の整備にかかる法律  

 参考資料２ 東京都生涯学習審議会条例  

 参考資料３ 東京都生涯学習審議会これまでの答申・建議一覧 

 ※別途郵送資料 「『未来の東京』戦略」 

  



（任期：令和４年１月１３日から令和６年１月１２日まで）
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第１回全体会 審議資料

令和４年１月２８日

第12期東京都生涯学習審議会



第１回全体会 次第

１ 開会

２ 東京都教育庁からの挨拶

３ 委員紹介

４ 説明事項：東京都生涯学習審議会の概要について

５ 会長及び副会長の選出

６ 議事

７ 今後の予定
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２ 東京都教育庁からの挨拶

東京都教育庁地域教育支援部長

小 菅 政 治
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３ 委員紹介

海老原 周子 委員 野口 晃菜 委員

笹井 宏益 委員 広石 拓司 委員

澤岡 詩野 委員 福本 みちよ 委員

志々田 まなみ 委員 松山 亜紀 委員

竹田 和広 委員 横田 美保 委員
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４ 説明事項

東京都生涯学習審議会の
概要について
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東京都生涯学習審議会の役割

【法的根拠】

○生涯学習の振興に係る施策の推進体制の整備に関する法律

第10条第１項
・都道府県に、都道府県生涯学習審議会を置くことができる

○東京都生涯学習審議会条例（平成４年３月３１日）
（設置）第一条

・東京における生涯学習の振興に関し、長期的な展望に立って、
広い視野から検討

（所掌事項）第二条
１ 都教育委員会又は知事の諮問による都民の生涯学習に資
するための施策の総合的な推進に関する重要事項の調査審議
２ 審議会は、前項第１号に規定する事項に関し必要と認める
事項を教育委員会又は知事に建議
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行政が振興する「生涯学習」とは？

【教育基本法】
第１章 教育の目的及び理念
（生涯学習の理念）第３条
「国民一人一人が、自己の人格を磨き、豊かな人生を送ることが

できるよう、その生涯にわたって、あらゆる機会に、あらゆる場所に
おいて学習することができ、その成果を適切に生かすことのできる
社会の実現が図られなければならない」

第２章 教育の実施に関する基本
（社会教育）第１２条
「個人の要望や社会の要請にこたえ、社会において行なわれる教育は、国及び

地方公共団体によって奨励されなければならない」

（学校、家庭及び地域住民等の相互の連携協力）第１３条
「学校、家庭及び地域住民その他の関係者は、教育におけるそれぞれの役割と

責任を自覚するとともに、相互の連携及び協力に努めるものとする」
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国における「生涯学習」の捉え方の変遷

昭和63・７ 文部省「社会教育局」を「生涯学習局」に改組

平成２・６ 生涯学習の振興のための施策の推進体制等の整
備に関する法律制定（通称：生涯学習振興法）

平成18・12 教育基本法改正
生涯学習の理念（第３条）、学校、家庭及び
地域住民等の相互の連携協力（第13条）等を
新設

平成20・６ 社会教育法改正
教育基本法改正を踏まえ、社会教育行政の任
務として、学校、家庭及び地域住民その他の
関係者相互間の連携及び協力の促進等につい
て規定追加

平成27・12 中央教育審議会答申
「新しい時代の教育や地方創生の実現に向け
た学校と地域の連携・協働の在り方と推進方
策について」

平成29・３ 社会教育法改正
「地域学校協働活動」を教育委員会の事務に

平成30・10 文科省「生涯学習政策局」を「総合教育政策
局」に改組

令和３年５月 第11期中央教育審議会生涯学習分科会発足

生涯学習の理念に基づく
総合的な施策の展開

学校・地域の連携から
「地域学校協働」へ
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総合教育施策としての生涯学習
（学校教育と社会教育の連携）

学校教育と社会教育を通じた総合的かつ
客観的根拠に基づく教育政策の推進



５ 会長・副会長の選出

東京都生涯学習審議会条例では、

第６条第１項「審議会に会長及び副会長を置く。」

第６条第２項「会長、副会長は、委員が互選する。」
となっております。
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６ 議事

第12期審議会における審議事項について
（事務局案）

10



事務局からの提案

今期の審議会は、「諮問」というスタイルは取りません
が、事務局から審議事項の提案をさせていただきたいと
思います。

テーマ（案）

「これからの地域コミュニティづくりに貢献する都立
学校の在り方について」
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【戦略２】
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【戦略４】
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【戦略５】
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【戦略６】
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【戦略７】
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第12期生涯審におけるキーワード（事務局案）

◇「東京型教育モデル」：・外部人材の積極的活用

◇「 Chōju社会 東京」：・多様な主体との連携（企業、大学、ＮＰＯ等）
・デジタルを活用した安全・安心

◇「リカレント教育」：・生涯を通じた学び ・セカンドキャリア形成

◇「地域に多様な居場所の創出」：
・子供・若者、子育て中の方、高齢者、障害者、外国人たちが
集い、交わり、悩みを分かち合う様々な形の居場所
・リアルとオンラインを組み合わせたハイブリッドな居場所

すべての取組でSDGｓの視点を反映

◇「インクルーシヴシティ東京」：
・多様な人が共に支え合う環境づくり



21

第１２期生涯審における審議の進め方（予定）

シニアライフを輝かせる
（働く・学ぶ・趣味・地域参加・・・）

地域の拠点である学校を、子供
の成長や地域住民の活動を支
える社会の重要なインフラとして
位置付ける

人が集い、気持ちを分かち
合える「居場所」の創出

新たなつながりを生み出し、
コミュニティを元気にする

生涯を通じたキャリア
アップデート

子供たち一人ひとりに応じた多
様な学びの場を創出し、
一人ひとりの子供をきめ細かく
サポート

こ
れ
か
ら
の
地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
づ
く
り
に
貢
献
す
る
都
立
学
校

〈東京都が抱える政策課題 例〉
今後審議の進め方（案） 本年夏まで

〔第２回〕（２月２５日）
現行の都立学校開放事業（公開講座、

施設開放）の課題整理

〔第３回〕

これからの地域コミュニティづくりに貢献
する都立学校の在り方（意見交換）

〔第４回から第６回〕
・テーマごとの審議
（青少年、高齢者、障害者、外国ルーツ、
地域コミュニティづくり・・・）
※委員からの提案を予定

〔第７回〕
・これまでの審議の論点整理


